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資料１



１．Society5.0のあり方と2040年の自治体の目指すべき姿
～ AI・ロボティクスの活用 ～



○ 事務局において、全都道府県・指定都市・市区町村を対象に、「地方自治体におけるＡＩ・ロボティクスの実証
実験・導入状況等調査」を実施。

○ その結果、ＡＩを1業務でも導入している（実証実験含む）団体は、都道府県で約36％、指定都市で約60％、そ
の他の市区町村で約４％であった。

地方自治体におけるＡＩ・ロボティクスの実証実験・導入状況等調査について（１）

ＡＩの実証実験・導入状況

2

導入済み
76

4.4％

導入予定
77

4.5％

導入予定はないが、
首長レベルで検討し

ている
26 

1.5%

導入予定はない
が、幹部レベルで
検討している

13
0.8％

導入予定はないが、担当課レ
ベルで検討している

319
18.5%

導入予定もなく、検討
もしていない

1,210
70.3％

導入済み
12 

60.0%導入予定
4 

20.0%

導入予定はないが、幹部レベ
ルで検討している

1 
5.0%

導入予定はないが、担当課レベルで検討している
3 

15.0%

※導入は実証実験も含む。

導入済み
17 

36.2%

導入予定
15 

31.9%

導入予定はないが、担当課
レベルで検討している

11 
23.4%

導入予定もなく、検討もしていない
4 

8.5%

都道府県 指定都市 その他の市区町村

その他の市区町村においては、導入予定も
なく、検討もしていない市区町村が約７割。

※ 速報値（平成31年１月８日時点）



導入済み
14 

29.8%

導入予定
20 

42.6%

導入予定はないが、担当
課レベルで検討している

9 
19.1%

導入予定もなく、検討もしていない
4 

8.5%

○ ＲＰＡを1業務でも導入している（実証実験含む）団体は、都道府県で約30％、指定都市で約45％、その他の
市区町村で約３％であった。

地方自治体におけるＡＩ・ロボティクスの実証実験・導入状況等調査について（２）

ＲＰＡの実証実験・導入状況

3

導入済み
9 

45.0%
導入予定

8 
40.0%

導入予定はないが、幹部
レベルで検討している

2 
10.0%

導入予定はないが、担当
課レベルで検討している

1 
5.0%

都道府県 指定都市 その他の市区町村

※導入は実証実験も含む。

市区町村においては、導入予定もなく、
検討もしていない市区町村が約3分の２。

導入済み
59 

3.4%
導入予定

130 
7.6%

導入予定はないが、首長
レベルで検討している

24 
1.4%

導入予定はないが、幹部
レベルで検討している

18 
1.0%

導入予定はないが、
担当課レベルで検討

している
344 

20.0%

導入予定もなく、
検討もしていない

1,146 
66.6%

※ 速報値（平成31年１月８日時点）



○ 事務局において、全都道府県・市区町村を対象に、「地方自治体におけるＡＩ・ロボティクスの実証実験・導入
状況等調査」を実施。（平成30年11月１日現在）

○ 都道府県については、音声認識（AIを活用した議事録作成等）が多く、市区町村においては、チャットボットに
よる応答が半数以上を占めている。

地方自治体のAIの導入状況（１） ～導入している機能～

4

導入済み
団体数

音声認識 画像・動
画認識 文字認識

言語解
析・意図
予測

数値予測 マッチン
グ

ニーズ予
測

行動最適
化

作業の
自動化

チャット
ボットに
よる応答

その他

音声の
テキスト化、
声の識別

画像や動画
の特徴の認
識・検出

手書きや活
字の認識

発言の意味
や内容の理

解

変化する数
理の将来予

測
需要と供給
の調整

公共サービ
スのニーズ
予測

合理化な行
動パターン
の提案

非定型業務の
自動化

行政サービス
の案内

都道府県 17 14 1 2 2 0 1 0 1 0 4 0

指定都市 12 6 2 0 5 0 0 0 0 3 9 3
その他の
市区町村 76 17 6 5 9 3 12 0 4 4 43 7

（例）「AIを活用した議事録作成」 住民からの問合せに対応する「チャットボット」
を活用している団体が導入済み団体の半数以上。

ＡＩの機能別の導入状況 ※ 速報値（平成31年１月８日時点）



○ 市区町村においては、児童福祉や子育て、健康・医療など福祉分野での活用事例が比較的多い。

地方自治体のAIの導入状況（２） ～導入している分野～

5

導入済み
団体数

組織・職
員（行政
改革を含
む）

財政・会
計・財務

情報化・
ＩＣＴ

住民参
加・協働

コミュニ
ティ

情報公
開・個人
情報保
護

治安（再
犯防止を
含む）

消費者
保護

健康・
医療

児童
福祉・
子育て

学校教
育・青少
年育成

文化・ス
ポーツ・生
涯学習

高齢者
福祉・
介護

障がい者
福祉

生活困
窮者支
援

都道府県 17 3 0 1 0 0 0 0 1 2 1 0 0 0 1 0

指定都市 12 3 0 2 1 0 0 0 0 1 2 0 0 1 0 0

その他の
市区町村 76 8 3 8 6 5 2 5 4 15 28 8 7 11 8 3

導入済み
団体数

人口減少
対策（移
住を含む）

農林
水産業

商工・
産業振興 観光 土地利用、

都市計画
公共施
設・インフ
ラ

公共交通 自然環境 生活環境 国際化・
国際交流

男女共同
参画・人
権・多様
性

過疎・離
島地域等
の進行

横断的な
もの その他

都道府県 17 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 11 4

指定都市 12 0 0 0 0 0 3 0 1 1 1 0 0 4 3

その他の
市区町村 76 5 4 6 9 5 6 9 3 9 6 3 0 27 8

（例）「議事録のAIによる文字起こし」

ＡＩの分野別の導入状況 （例）「保育所の利用調整へのＡＩ活用」※ 速報値（平成31年１月８日時点）



6

地方自治体のAIの導入状況（３） ～導入している業務例～

音声認識

チャットボットによる応答

健康・医療

 チャットボットによる行政サービスの案内

 多言語AIチャットボットサービス
 LINEを活用した対話型サービス
 子育て相談のためのＡＩを活用したチャット窓口の開設
 観光・文化・都市経営情報の総合案内コンシェルジュ

 AIを活用した移住・定住に関する自動対話型のFAQ機能
など

 会議録作成支援システム
 自動翻訳システム

児童福祉・子育て

高齢者福祉・介護

機能別（主なもの） 分野別（主なもの）

画像認識

マッチング

土地利用・都市計画

観光

 画像認識による歩行者通行量調査

 健康情報関連業務
 文字認識による予防接種予診票のデータ化
 国民健康保険レセプト点検業務

 保育所の入所選考業務、保育園の入園AIマッチング

 聴覚障害者との会話に利用する音声文字変換表示

 画像認識による歩行者通行量調査

 保育所の入所選考業務、保育園の入園AIマッチング

 観光案内多言語AIコンシェルジュの導入

横断的なもの

 会議録作成支援システム



○ 都道府県・市区町村ともに、行革や情報担当を所管している部局でRPAを実証的に導入している傾向にある。
それ以外にも、福祉部門や税務部門での導入が進んでいる。

地方自治体のRPAの導入状況（１） ～導入している分野～

7

導入済み
団体数

組織・職
員（行政
改革を含
む）

財政・会
計・財務

情報化・
ＩＣＴ

住民参
加・協働 コミュニティ

情報公
開・個人
情報保護

治安（再
犯防止を含
む）

消費者
保護

健康・
医療

児童
福祉・
子育て

学校教
育・青少
年育成

文化・ス
ポーツ・生
涯学習

高齢者
福祉・
介護

障がい者
福祉

生活困窮
者支援

都道府県 14 8 6 2 0 0 0 1 0 4 0 2 0 0 0 0

指定都市 9 1 4 3 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0

その他の
市区町村 59 22 27 9 2 1 1 1 0 9 8 1 0 10 6 0

導入済み
団体数

人口減少
対策（移住
を含む）

農林
水産業

商工・
産業振興 観光 土地利用、

都市計画
公共施設・
インフラ 公共交通 自然環境 生活環境 国際化・

国際交流
男女共同
参画・人
権・多様性

過疎・離島
地域等の
進行

横断的な
もの その他

都道府県 14 0 2 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 1 2

指定都市 9 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 2 2

その他の
市区町村 59 0 1 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 1 21

（例）超過勤務実績の入力業務
通勤手当調査業務 等 ＲＰＡの分野別の導入状況 （例）保育施設利用申込書入力事務

児童手当入力事務 等

（例）ふるさと納税受付･
データ処理業務 等

※ 速報値（平成31年１月８日時点）



地方自治体のRPAの導入状況（２） ～導入している業務例～

8

健康・医療

児童福祉・子育て

高齢者福祉・介護

分野別（主なもの）

要介護申請における一連業務
後期高齢者保険料決定通知書

重度心身障害者医療費の助成事務
特定健診の受診券の再交付事務
国民健康保険料にかかる所得申告書入力業務

個人市民税の当初課税業務
法人市民税の賦課業務
法人市民税の還付業務
軽自動車税新規登録事務

地方税

財政・会計・財務住民異動

転入通知業務
コンビニ交付集計事務

 臨時職員の賃金支払業務
 職員の超過勤務管理業務
 通勤手当に係る距離測定
 財務会計システムにおける支払事務

私立幼稚園等入園料補助金支払業務
保育園新規申込業務
子ども子育て支援システム入力事務

組織・職員

 職員の超過勤務管理業務

その他

総務省や都道府県等からの各種照会
業務

（地方交付税の基礎数値照会、地方公務
員給与実態調査等）

各種統計資料の集計 等



○ AI・RPAの導入に向けた課題として、「どのような業務や分野で活用できるかが不明」、「導入効果が不明」、「参考となる導入
事例が少ない」と回答した団体が多数。

地方自治体のAI・RPAの導入に向けた課題

9

何から取り
組めばいい
のか不明

どのような業
務や分野で
活用できる
かが不明

参考となる
導入事例が
少ない

導入効果が
不明

AIの技術を
理解すること
が難しい

取り組むた
めの人材が
いない又は
不足

実証や検証
を行う連携
先が見つか
らない

取り組むた
めのコストが
高額であり、
予算を獲得
するのが難し
い

財政担当課
における優
先順位が低
い

住民・議会
の理解を得
られない、又
は得られる
見込みがな
い

幹部の関心
が低い

担当課の理
解が得られ
ない

情報の収
集・活用に
関する個人
情報保護等
の制約

その他

都道府県 2 26 28 25 6 11 2 12 0 1 0 1 2 4
指定都市 0 5 5 10 4 3 1 13 3 0 0 1 3 3
その他の
市区町村 503 934 718 863 143 465 53 430 77 20 50 38 44 72

国で検討してほしい事項

 AI・RPA導入事例紹介（人口規模別に）
 自治体職員向けの研修や講座の開催
 導入フロー・手順のマニュアル整備
 自治体に共通する業務での国や都道府県によるAI・RPAの提供

（自治体単独だと高価で導入できないため）
 RPA管理方法のルールの整理

 費用対効果分析の手法やツールの提供
 個人情報保護やセキュリティとの関係の整理
 財政措置
 様式の統一・変更（特にOCRで読み取ることが可能な様式（国や都道府県からの調

査関係をRPA処理するため。）
 電子化・デジタルファーストの推進

ＡＩの導入に向けた課題

何から取り
組めばいい
のか不明

どのような業
務や分野で
活用できる
かが不明

参考となる
導入事例が
少ない

導入効果が
不明

RPAの技術
を理解する
ことが難しい

取り組むた
めの人材が
いない又は
不足

実証や検証
を行う連携
先が見つか
らない

取り組むた
めのコストが
高額であり、
予算を獲得
するのが難し
い

財政担当課
における優
先順位が低
い

住民・議会
の理解を得
られない、又
は得られる
見込みがな
い

幹部の関心
が低い

担当課の理
解が得られ
ない

情報の収
集・活用に
関する個人
情報保護等
の制約

その他

都道府県 1 24 27 20 9 12 0 18 0 0 0 6 1 8
指定都市 0 8 9 9 3 5 1 8 2 0 0 0 0 5
その他の
市区町村 478 948 722 908 136 491 46 409 79 20 57 52 28 98

RPAの導入に向けた課題

※ 速報値（平成31年１月８日時点）



○ 泉大津市において、比較的業務が多い課を対象に、優先的にBPRを実施し、業務量の把握や業務の種類等
を把握。BPRの対象職員数は、市職員の約半数を占める。

泉大津市の職員数

10出典：泉大津市提供資料

課名 正職員 嘱託員・
臨時職員 合計

政策推進課 6 1 7
地域経済課 7 0 7
危機管理課 6 1 7
秘書広報課 5 3 8
人事課 6 3 9
市民協働推進課 4 1 5
人権くらしの相談課 4 2 6
総務課 6 2 8
財政課 6 0 6
税務課 27 5 32
市民課 12 6 18
資産活用課 4 1 5
福祉政策課 6 1 7
高齢介護課 12 16 28
障がい福祉課 8 2 10
生活福祉課 15 11 26
子育て応援課 16 12 28
こども育成課 7 8 15
健康づくり課 6 1 7
保険年金課 14 5 19

課名 正職員 嘱託員・
臨時職員 合計

都市づくり政策課 11 2 13
建築住宅課 7 1 8
土木課 15 4 19
環境課 9 1 10
水道課 11 2 13
下水道課 9 2 11
会計課 5 3 8
教育政策課 8 0 8
指導課 10 4 14
生涯学習課 6 2 8
スポーツ青少年課 5 4 9
市議会事務局 6 0 6
選管・監査・公平・農
委事務局 5 0 5

合計 284 106 390

うちBPR対象課 132 74 206



○ 泉大津市において、各課の個々の作業を、事務分類（受付、相談、入力、交付等）ごとの業務量を分析した結
果、現状は入力や確認作業等の事務作業が半数程度以上と多く、一方で相談、審査、訪問、事業計画などは２
割弱。

泉大津市における現在の業務（１）

11

課別 事務分類ごとの業務量の割合

いずれの課も1～2割程度

訪問関係は１割程度にとどまっている

※1 入力、確認、帳票作成、データ抽出、書類整理、他機関との連携、統計/集計
入力が約４割近くに上る

出典：泉大津市提供資料



○ 職員に対して、自分の業務における「職員が実施すべき業務（コア業務）」の割合をアンケートした結果、保険
年金課、生活福祉課、人事課においては、ノンコア業務が7割強を占める結果になっている。

○ また、高齢介護課では、非正規職員及び嘱託職員が「職員が実施すべき業務」を実施している。

泉大津市における現在の業務（２）

12出典：泉大津市提供資料

雇用形態別 コア/ノンコア業務量の割合

正規職員 非正規職員 嘱託職員

高齢介護課(長寿推進係）
 生活支援サービス等 (1,468時間)
 介護予防に関する動画作成 (734時間)
 会議/イベントにおける企画・立案、各種調整、当日運営、
アンケート・議事録作成等 (1,958時間)

ノンコア業務が7割強を占めている
高齢介護課(長寿推進係）
 介護予防に関する一時訪問

(110時間)

年間業務量（時間） 年間業務量（時間） 年間業務量（時間）



○ 泉大津市において、業務量が多い課は、税務課（約5.9万時間）、高齢介護課（約5.9万時間）、子育て応援課
（約5.7万時間）、生活福祉課（約5.2万時間）、保険年金課（約4.4万時間）となっている。

泉大津市における現在の業務（３）
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0 2000 4000 6000 8000 10000 12000

相談/面談

会議/イベント

徴収、支払

書類整理

訪問、調査

統計/集計

その他

データ抽出/加工

審査/決裁

帳票作成

申請受付

連携

交付/通知

確認

入力

税務課の業務量

0 2000 4000 6000 8000 10000 12000 14000

徴収、支払

問い合わせ

書類整理

相談/面談

データ抽出/加工

統計/集計

訪問、調査

申請受付

審査/決裁

交付/通知

確認

連携

帳票作成

入力

その他

会議/イベント

◆入力
・滞納整理の財産調査の対象者から紙で送付された回答書を業務システ
ムに入力する業務 1,453時間

・個人住民税納税者の異動情報をシステムに登録する業務 1,075時間

◆確認
・滞納整理システムから対象者を抽出し、経過を確認する業務（現年分：年
３回、滞納繰越分：年２回） 1,408時間

・未申告者や事業所、他市町村から回送された資料など、各種異動資料に
不備、不足等がないかを確認し、不備等がある場合は再提出を依頼する
業務 1,075時間

◆交付／通知
・個人住民税証明書を申請者に交付する業務 493時間
・個人市民税の納税通知書、税額通知書を送付する業務 358時間

高齢介護課の業務量

◆会議／イベント
・介護認定審査会の当日運営業務（年間120回、会議時間２時間／回）
7,810時間
・介護認定審査会資料事前送付 919時間

◆入力
・要介護認定について、医師からの主治医意見書や介護事業者からの
委託費の請求に対して、財務会計システムに金融機関へ振り込む金
額を入力する業務 2,100時間

◆帳票作成
・要介護認定調査の委託料の作業明細表の作成 2,363時間

(時間）

(時間）



○ 泉大津市において、業務量が多い課は、税務課（約5.9万時間）、高齢介護課（約5.9万時間）、子育て応援課
（約5.7万時間）、生活福祉課（約5.2万時間）、保険年金課（約4.4万時間）となっている。

泉大津市における現在の業務（４）

14
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子育て応援課の業務量

0 5000 10000 15000 20000 25000
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申請受付

データ抽出／加工

相談／面談

連携

交付／通知

帳票作成

その他

確認

訪問、調査

入力

◆相談／面談
・虐待等の通報・届出・相談受付業務 2,692時間
・虐待等の聞き取り、指導業務 1,615時間

◆入力
・児童相談のケース記録を基に要保護、要支援、特定妊婦台帳を
作成する業務 909時間
・歯科検診結果を業務システムに入力する業務 523時間

◆交付／通知
・歯科検診結果の案内はがきの作成 523時間
・母子健康手帳や助成券等の交付 356時間

※ 入力・交付／通知については、細々した対象業務が多数

生活福祉課の業務量
◆入力
・生活保護のケース記録の作成、算定書、提出書類等の整理

11,275時間
・生活保護受給者の各種調査（他法他施策調査、扶養調査、病状
調査、収入調査、現地調査等）の結果入力業務 1,765時間

◆訪問・調査
・生活保護対象者宅を訪問し、調査（主としてヒアリング）を実施する
業務 3,530時間

◆確認
・生活保護の新規認定時に最低生活費と扶助費のシュミレーション
をシステム上で行う業務 1,201時間

(時間）

(時間）



２．外部との情報連携（様式・帳票を含む。）のあり方
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○ 様式・帳票の標準化は、自治体、ベンダ、住民・企業それぞれにとってメリットがある。また、システムの標準
化やAI・ロボティクスの活用のためにも重要な要素である。

様式・帳票の標準化が与える効果

● システムの標準化

③ ベンダ側のメリット

② 自治体側のメリット

① 住民・企業側のメリット

 ベンダ側としても、個別自治体との調整コストが減少し、より効率的な仕事が可能に。

 住民や企業が、自治体に提出する書類や受け取る書類が統一されることで、
複数団体に提出する際の手間が解消される。

 様式・帳票の文言レイアウト調整により生じている
大量のカスタマイズを削減でき、コストカットになる。

 AI-OCR、RPAを活用した統一的な業務プロセスに
寄与する。

● ＡＩ・ロボティクスの活用

 システム調達時の調整コストが大幅に削減できる。



○ 地方自治体のシステムのカスタマイズのうち、様式・帳票関係が多くを占めている。

様式・帳票におけるカスタマイズの状況

17

自治体名 人口
住民記録システム 住民税システム 介護保険システム

機能 帳票 機能 帳票 機能 帳票

A 50万人 70％ 30％ 60％ 40％ 60％ 40％

B 20万人 97％ 3％ 93％ 7％ 90％ 10％

カスタマイズの総数（要件数）から機能と帳票を分類し、各々の比率を抽出したもの

【帳票の例】
① 市民向け帳票

（通知書・納付書、回答書）

② 他機関向け帳票
（県・他機関向け報告資料）

③ 内部事務帳票
（チェックリスト）

④ 統計など

※ B自治体はトップダウンで標準化（パッケージ適用）

【ベンダ提供資料】

※ その他６件

「文言・体裁の修正」 24件
→ 様式・帳票関係

「統計業務への活用」 ４件

Ａ１ Ａ２

所管課他課

自治体

住民、企業、団体、他
自治体等

ＣＢ

「他のシステムとの連携」 22件 「区役所・出張所等の組織の違い/
独自の条例による違い」 ２件
「独自の条例による違い」 １件

「処理件数が多いことによる機能の追加」 16件
「住基担当課の事務範囲の違い」 ８件

第３回資料２「中核市等の住基システムのカスタマイズ一覧」（全83件）【第４回事務局提出資料】



○ 自治体の業務に関係する様式や帳票については、①住民や企業等からの申請、②住民や企業等に対する
通知・交付等の大きく２つのパターンがある。

○ また、自治体内部事務用の帳票（チェックリスト等）もある。

様式・帳票の種類（１）

18

Ａ１ Ａ２

所管課他課

自治体

住民、企業、団体、
他自治体等

ＣＢ

C1申請

C２通知・交付等

自治体外部（住民、企業、団体、他自治体等）との様式・帳票のやりとり

①住民や企業等からの申請（C1）と②住民や企業等に対する通知・交付等（C2）という双方向のやりとりがある。

（例）転入届、出生届、要介護認定の請求書、就労証明書 など

(例）住民票の写し、被保険者資格証明書、納税通知書 など



○ 自治体の業務に関係する様式や帳票については、①法令により様式や帳票そのものが規定されている場合、
②法令により記載事項が規定されている場合、③法令により届出義務等が規定されている場合、④特に法令
に根拠がない場合（例：印鑑登録証明書（自治体の印鑑条例が根拠））等が存在する。

様式・帳票の種類（２）

19

根拠法令 様式 規定内容

法律 政令 省令 通知（事務処理要領）

住民基本台帳法 転入届
等

○届出義務
○届出事項
・氏名、住所 等

⇒届出方法について政令委任

○届出方法
・記名
・押印

－ ○様式
（様式の例を示す）

戸籍法 出生届
等

○届出義務
○記載事項
・氏名、住所 等

⇒その他記載事項
省令委任

－ ○記載事項
・世帯主、同居年月 等

○様式

（所定の様式によらなければならな
い）

国民健康保険法 資格取
得届

○届出義務
○記載事項省令委任

－ ○記載事項
・氏名、住所 等

○様式の廃止（S40)
（従来は省令に様式の定め）

児童手当法 認定の
請求書

○児童手当認定を受ける場合
の請求義務
○請求様式省令委任

－ ○様式

（所定の様式を提出することにより
行わなければならない）

－

介護保険法 要介護
認定の
請求書

○要介護認定を受ける 場合の
申請義務
○記載事項省令委任

－ ○記載事項
・氏名、住所 等

○様式

（所定様式で申請を行うものとするが、
異なる様式も差し支えない）

建築基準法 建築
確認
申請書

○建築確認にかかる申請書提
出義務
○申請様式省令委任

－ ○様式
（所定の様式とする）

－

情報公開法 開示
請求書

○開示請求にかかる請求書提
出義務
○記載事項
・氏名、住所 等

⇒その他記載事項
政令委任

○記載事項
・開示実施方法
・開示希望 日 等

－

（注）記載事項を政令委任しているの
は、省令を定めないという前提が
あったためではないか（担当課聞取）

○様式

出典：地方自治体における業務の標準化・効率化に関する研究会報告書（平成27年１月）

①

①

②

②

②

①

②

③

②

②

②



行政手続コストと様式・帳票の統一
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• 認可保育所等の施設型給付費等にかかる加算（調整）適用申請・実績報告書
• 自動車保管場所証明申請書・自動車保管場所届出書
• 競争入札参加資格審査申請書
• 納税証明書の交付申請書（競争入札参加資格審査用）
• 保険契約照会様式
• 給与等照会様式

• 個人事業税・自動車税・軽自動車税・不動産取得税・固定資産税・都市計画税の納税
通知書・納付書等

• 自動車税・自動車取得税の申告書
• 事業者税・法人の都道府県民税・法人の市町村民税の申告書・納付書
• 法人設立等届出書
• 給与支払報告・特別徴収に係る給与取得者異動届出書
• 給与支払報告書（総括表）
• 特別徴収納税額通知書
• 特別徴収切替申請書
• 危険物仮貯蔵・仮取扱承認申請書
• 危険物保安監督者選任届出書

• 卸売販売業・高度管理医療機器等販売業及び貸与業の許可申請書・変更等
届出書、薬局開設の変更等届出書

• 毒物劇物一般販売業の登録申請書・変更等届出書
• 麻薬小売業者の役員の変更届出書
• 生活保護の決定・実施に係る照会文書
• 指定訪問介護事業者・指定訪問看護事業者・指定通所介護事業者・指定特

定施設入居者生活介護事業者等及び指定認知症対応型共同生活介護事業
者等の指定申請書

• 森林経営計画書
• 屋外広告業の登録申請書・登録事項変更届出書
• 道路工事施行承認申請書
• 道路占用許可申請書
• 沿道掘削施行協議書
• 臨時運行許可申請書
• 産業廃棄物処理計画書・産業廃棄物処理計画実施状況報告書
• 産業廃棄物管理票交付等状況報告書

「地方自治体における書式・様式の改善方策」が示されている書式等

○ 規制改革推進会議では、「事業者目線での規制改革、行政手続の簡素化、ＩＴ化の一体的推進」という観点か
ら、「2020 年３月までに行政手続コスト（事業者の作業時間）の20％以上の削減」を決定。また、行政手続コスト
削減の３原則として、①行政手続の電子化の徹底（デジタルファースト）、②同じ情報は一度だけの原則（ワンス
オンリー）、③書式・様式の統一を掲げた。

○ 書式・様式については、46件（※）の書式・様式について、各府省で改善方策の検討を実施。

※ 各府省が作成した「地方自治体における手続上の書式等が異なるもののリスト」を参考に、事業者団体から、
「書式等が異なることにより、事業者として負担が大きいもの」として情報提供があったもの。



○ 就労証明書の標準的様式については、内閣官房・内閣府・厚生労働省が就労証明書の実態調査を基に標準
的様式案を作成し、自治体からの意見を踏まえた上で、「就労証明書標準的様式」を決定し、自治体に活用す
るように要請。

○ ただし、標準的様式について、自治体での活用が十分に進んでいないことが課題。

就労証明書の標準的様式の活用状況

21

「活用する予定はない」
との回答が51％

①活用している

④活用する予定はない



○ 標準的様式の普及率はいまだ全体の約40％（保育所等申込者数ベース）にとどまり、特に待機児童問題を抱
える大都市での導入が進んでいない（政令市で約25％、東京23区で約10％）。

○ その要因としては、標準的様式の項目の不足や、大都市の自治体における事務の差異が考えられる。

就労証明書の標準的様式の取組を踏まえて

22

 様式の項目は最大公約ではなく最小公倍的に網羅した上で、なる
べく項目名や記載内容の揺れを減らす。

 様式の標準化が「事務の標準化」と関係している部分については、
項目を選択制にするなどの工夫が必要。

 標準的様式の項目の不足
→ 標準的様式は項目が簡素化されすぎていることにより、待機児童問題を抱える

大都市においては使用しにくい。

 保育所の利用調整事務への影響
→ 自治体は、就労証明書で得た情報を基に、保育所の利用調整事務を実施。

特に、待機児童問題を抱える大都市にとっては、
・利用調整事務に当たり、詳細な情報が必要
・利用調整の詳細が統一されていない中で様式のみ統一することは困難との声。

 項目名や記載内容の揺れ
→ 自治体ごとに、例えば、項目名が「氏名」、「お名前」というように統一されておら

ず、また、同じ「所得」という項目であっても、記載内容が統一されていない状況。

標準的様式の利用が進まない要因



○ 群馬県前橋市など３市は、平成32年1月からシステムの共同化を実施するに当たって、業務の標準化等を検
討し、「税」や「料」に関係する様式･帳票の見直しを実施することとした。

○ 税関係の帳票については、各市の様式から１つを選択して統一する方法ではなく、新様式を導入することと
なった。

前橋市などにおける様式・帳票の統一の事例

23

 ユニバーサルコミュニケーションデザインを取り入れ、市民が見やす
い・分かりやすいデザインにすることで、住民サービスの向上に。

 １市の様式が残るということはなく、３市での調整が可能に。
 現行では、専用の用紙を使用しているが、大量生産されている通常の用

紙に変更することで、コストも４割ほどカット。

現行 変更後
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